























































（2） 　第４回国連LDC会議で採択された「イスタンブール行動計画」（IPoA：Istanbul Program of 
Action）のことである。前身となるのが2001年に採択されたブリュッセル行動計画（BPoA：

























































（3） 　UN-CDP&DESA(2018), Handbook on the Least Developed Country Category: Inclusion, 















































Bhttacharya, D.(ed.)(2018), Bangladesh Graduation from the Least Developed Countries Group: 










 1971年  （最初の基準） 
一人当たり GDP 成人識字率 製造業生産高の対 GDP比 
 
 1991年 （変化なし） 
      ＋一人当たりカロリー摂取量、出生時平均余命、初等・中等教育就学率 
           ＋工業製品輸出集中度、工業雇用比率、一人当たり電力消費量 
 1999年 （変化なし） 
      ＋必要カロリー量に対する一人当たり平均カロリー摂取量の比率、5 歳未満
児死亡率  
       －一人当たりカロリー摂取量、出生時平均余命 
      ＋人口規模、GDPに占める工業・現代的サービス業の比重、農業生産不安定
性、財・サービス輸出の不安定性  
       －工業雇用比率、一人当たり電力消費量 
 2002年 ＋一人当たり GNI 
       －一人当たり GDP 
           ＋中等教育就学率（グロス） 
       －初等・中等教育就学率 
      （変化なし） 
 2005年 （変化なし） 
      ＋栄養不良人口比率 
       －必要カロリー量に対する一人当たり平均カロリー摂取量の比率 
      ＋辺境性、農林水産業の GDP比、自然災害による住居喪失状況 
       －GDPに占める工業・現代的サービス業の比重 
 2011年 （変化なし） 
      （変化なし） 
      ＋低地沿岸地域人口比率、自然災害犠牲者状況 
       －自然災害による住居喪失状況 
   
 （注）1991年の改訂後の は APQLI（Augmented Physical Quality of Life Index）、また は
EDI（Economic Diversification Index）とそれぞれ呼ばれていた。1999年の改訂により、
いずれも大幅な修正がなされ、これらの呼称は使用されなくなった。 


















〔表 2〕現行（2017年～）の LDC認定基準の構成（カッコ内はウエイト） 
 
人口一人当たり GNI（直近 3ヵ年の平均） 





EVI 被災指数（1／2） ― 規模指数 ― 人口（1／8） 
             ― 立地指数 ― 地理的辺境性（1／8） 
             ― 経済構造指数 ― 商品輸出集中度（1／16） 
                      ― 第一産業比重（1／16） 
             ― 環境指数 ― 低地・沿海居住人口比（1／8） 
衝撃指数（1／2）― 貿易衝撃指数 ― 財・サービス輸出の不安定性（1／4） 
― 自然衝撃指数 ― 自然災害犠牲者（1／8） 






































































研究所、第 1章、また、Tregenna, F. (2015), Deindustrialization, Structural Change and Sustain-











に卒業が確認された５事例に加えて、国連のOHRLLS（Office of High 



































































国  名      独立年  LDC   LDC    旧宗主国 SIDS   LLDC 
認定年  卒業年       （38ヵ国）  （32ヵ国）  
 
ボツワナ        1966  1971      1994    イギリス
カーボ・ヴェルデ     1975    1977      2007    ポルトガル
モルジブ        1968    1971      2011    イギリス
サモア*          1962    1971      2014    イギリス
赤道ギニア       1968    1982      2017    スペイン
ヴァヌアツ       1980    1985     (2020)  イギリス      
アンゴラ        1975    1994     (2021)    ポルトガル
ブータン         ----    1971     (2023) 
ソロモン諸島      1978    1991     (2024)    イギリス
**
サントメ・プリンシペ  1975    1982     (2024)    ポルトガル
ネパール        ----     1971     (    )  
バングラデシュ         1971    1975     (    )    イギリス
ミャンマー       1948    1987     (    )    イギリス
ラオス         1949    1971     (    )    フランス
東ティモール      2002    2003     (    )    ポルトガル*** 
ツヴァル        1978    1986     (    )    イギリス    




（注）卒業年が（ ）となっているのは、国連の LDCに関する 2018 Triennial Review（2018
















            GNI    HAI     EVI 
 
ボツワナ （79.0） （45.5） 
カーボ・ヴェルデ （89.5） （35.9） 
モルジブ （91.4） （50.9） 
サモア （94.1） （39.7） 
赤道ギニア （58.4） （27.8） 
ヴァヌアツ （78.5） （47.0） 


















東ティモール （66.6） （56.8） 
ツヴァル （90.1） （56.0） 
キリバス （84.0） （73.7） 
 
（注） は卒業基準をクリア、 は未クリアをそれぞれ指し、
　　　GNI 欄の は、IO のケース。また、HAI の卒業基準は










 人 口 陸地面積 GNI／人   HAI EVI   GDPの産業分野別構成（％） 
（万人） （千㎢）  (US$)        農 業  工業（製造）  サービス  
 
（卒業確認済み、もしくは 2024年までの卒業年が決まっているケース） 
ボツワナ  225.0   567.0     6,845    79.0  49.5  2→2   32→29 (6→5)  55→60 
アンゴラ  2,881.3  1,247.0    4,477   52.5 36.8  6→10  52→42 (5→7)  42→47 
ブータン   79.8    38.4   2,401 72.9  36.3  15→16  44→38 (9→8)  37→40 
（2024年後の早い時期に卒業が見込まれるケース） 
ネパール  2,898.3   147.5      745    71.2  28.4 33→25  14→13 (6→3)     46→51
バングラデシュ  16,295.1   147.6    1,274    73.2  25.2 17
ミャンマー 5,288.5   680.0    1,255    68.5  31.7 37
ラオス      675.8   240.0    1,996    72.8  33.7 23
→13  25→29 (16→18) 54→53 
→27  25→32 (20→24) 37→42 
→16  30→32 (11→7)  44→42 
〈参考〉低 所 得 国  27→26 24→26 (8→9)  40→38 
下位中所得国 17→15  32→29 (16→15) 47→49 
上位中所得国  7→6  37→33 (22→21) 50→55 
高 所 得 国 1→1   24→23 (14→14) 69→70 
 
（注）１人当たりの GNIについての卒業要件は$1,230 (IOは$2,460)以上。 
    HAI、EVIについては、それぞれ 66.0以上、32.0以下。 
    GDPの産業分野別構成は、2010年→2018年の変化を表示。 



















































り、これまでに 1996年から 2016年までのVision 2016、そして 2016年から 2036年までの
Vision 2036の２つがある。前者のテーマは”Towards Prosperity for All” であったが、現行の







  年        1966  1975 1980 1990 2000 2010 2015  2019/Q1 
 
農  業         36.9   32.8   13.0   4.7   2.8    4.9    2.2     2.0 
鉱  業          0.3   10.5   31.4  44.7  33.9   19.2   18.3    16.7 
製 造 業              7.4    6.9    3.6   4.9   5.6    6.4    5.7     5.0 
建 設 業              5.3   10.6    7.5   7.1   5.0    5.8    6.5     6.6 
電力関連              0.8    3.2    1.9   2.4   1.7    0.5    -0.3     1.2 
卸小売・飲食・ホテル     15.8    8.2    6.1   7.0  10.1   15.1   16.1    19.0 
運輸・通信            3.8    n.a.   1.7   2.7   3.3    5.1    5.9     6.9 
銀行・保険等          6.1    n.a.   7.8   7.1  11.1   13.4   14.7    14.2 
政府関係             15.5    3.1   12.9  12.3  14.6   15.4   15.3    14.4 
社会・個人サービス         3.3    6.9    2.7   3.6   3.5    6.0    5.9     5.5 
 
（注）GDPに占める各分野の付加価値額の比率（名目、％） 





























については、例えば、Atolia, M. et al.(2018), Rethinking Development Policy: Deindustrialization, 
Servicification and Strucural Tranformation (Working Paper No.18/223), IMFを参照。なお、同ペー
パーは、世界的に industrial revolution ならぬ service revolutionが進行しているとしているが、
ボツワナについてもそのように形容できるかどうかは、さらに分析が必要であると筆者は考
えている。
（15）　代表的なものとして、World Bank (2013), Diversified Development: Making the Most of Natural 

























した流れを下支えしている。なお、Lange, G.-M.et al.(eds.) (2018), The Changing Wealth of 
Nations 2018, World Bank も参照。
（17）　この点は例えば、Silve, A.(2012),“Botswana and Mauritius: Two African Success Stories”, Afrique 
Contemporaine, No. 242, pp.29-45、Sebudubudu, D. (2010), “The Impact of Good Governance on 
Development and Poverty in Africa: Botswana－A Relatively Successful African Initiative”, African 
Journal of Political Science and International Relations, Vol.4, No.7, pp.249-262、また、Hwedi, O. 
(2001), “The State and Development in Southern Africa: A Comparative Analysis of Botswana and 








〔表 7〕Tranparency Internationalと世界銀行によるガバナンス評価 
 
国  名  指標  1998  2002   2006   2010  2014   2018（年） 
 
ボツワナ  A   23/85  24/102 37/163 33/178 31/175 34/180 
      B (1)   79.9     75.8    80.0     81.9    78.4     
       (2)    72.0     73.5    69.3     67.5    66.3   
       (3）   80.3     76.2    81.6     83.4    84.3     
       (4)    79.9     75.8    80.0     81.9    78.4    
       (5)    72.0     73.5    69.3     67.5    66.3    







アンゴラ  A       －     98/102  142/163   168/178  161/175  165/180 
      B (1)     1.5      6.6     7.8      3.8     3.8     
            (2)     5.7      8.2     5.9     11.0    13.5   
            (3)     1.1      9.5    27.5     37.9    32.9   
            (4)     5.7      6.6    13.2     16.3    16.8   
            (5)     2.5      3.0     9.1      9.0    11.1   







ブータン  A       －     －    32/163  36/178  38/175  25/180 
      B (1)    82.5     83.3    77.6     79.0    87.5     
            (2)    74.6     76.0    62.0     69.9    62.5   
            (3)    65.4     69.8    94.7     71.6    88.6   
            (4)    33.7     38.3    29.9     10.5    16.3   
            (5)    56.0     55.9    58.9     60.7    67.8   



























IIAG（Ibrahim Index of African Governance）があるが、最初にデータが公
表された2008年時点で最も高かった（従ってガバナンスが最も優れていた）
ケースがモーリシャスであり、これにボツワナ、カーボ・ヴェルデがこの
〔表 8〕ガバナンスに関する IIAG（イブラヒム指数）の動向 
 
年    2017    2014     2011    2008 
 
モーリシャス    1（79.5）   1（81.7）  1（80.6）  1（80.2） 
セーシェル     2（73.2）   5（73.2）   5（71.1）  4（69.2） 
カーボ・ヴェルデ  3（71.1）   2（76.6）  2（76.4）  3（71.9） 
ナミビア      4（68.6）   6（70.3）  7（68.4）  7（65.3） 
ボツワナ      5（68.5）   3（76.2）  3（76.0）  2（72.2） 
ガーナ       6（68.1）   7（68.2）  6（68.9）  6（67.2） 
南アフリカ     7（68.0）   4（73.3）  4（72.1）  5（68.6） 
ルワンダ      8（64.3）   －     －      9（58.4） 
チュニジア     9（63.5）   8（66.0）  8（64.3）  － 
セネガル      10（63.3）   9（64.3）   －      10（57.4）  
平 均       （49.9） ←←←←←←←←←←← （48.9）  
 
（注）アフリカ 54ヵ国中の順位と指数（カッコ内、100点満点）。
（出所）Mo Ibrahim Foundation(2018), 2018 Ibrahim Index of African
 －は、それぞれの時点で 11 位以下であることを示す。






































〔表 9－1〕ANS（対 GNI比）の経年比較 
 
    年  1990 1992 1994 1996 2008 2010 2012 2014 2016  2017 
 
ボツワナ 33.4   31.6   21.2   29.2  24.9   21.8   30.5   28.5   26.3   26.6 
アンゴラ                            -60.4  -36.9  -32.1  -36.2  -37.7  -16.3 
ブータン                             26.5  26.4  43.8  24.9  27.0  23.3 
 
（注）ボツワナについては卒業確認（1994年）前後の数値も併載した。 
（出所）World Bank のデータベース（World Development Indicators）より作成。 
〔表 9－2〕LDCの ANS（対 GNI比）比較（2017年） 
 
8％以上     ネパール（１：38.1） ボツワナ（８：26.6） バングラデシュ（10：24.5） 
       ブータン（11：23.3） タンザニア（12：23.1） ミャンマー（13：23.1）  
ハイチ（24：17.6） カンボジア（49：13.1） カーボ・ヴェルデ（55：11.7） 
エチオピア（66：9.3） ザンビア（69：9.2）  
-8～8％   マダガスカル（76：7.7） カメルーン（94：4.5） アフガニスタン（102：2.7） 
エスワティニ（107：0.9） スーダン（111：0.2） ラオス（113：-1.2）  
ジブチ（114：-1.8） ケニア（115：-2.2） コンゴ民主（119：-4.4）  
ルワンダ（120：-4.5） ギニア（121：-6.5）  
-8％以下  ガーナ（122：-8.4） ウガンダ（124：-9.5） モーリタニア（124：-10.3） 
 モザンビーク（126：-13.5） 東ティモール（127：-14.6） アンゴラ（128： 
-16.3） マラウィ（129：-16.7） ジンバブウェ（130：-22.2） リベリア（131：
-99.0） 
 
（注）出所に、2017 年のデータが示されている世界 131 ヵ国が対象で、以上は既卒業確認
国も含む。＋－8％を区分線としたのは、World Bank (2018), The Changing Wealth of Nations 
2018 に基づく。カッコ内は高い方からの順位と数値を示す（例えば、3：35.6は、世界 131
ヵ国中の 3位で、ANSの対 GNIは 35.6％であることを示す）。なお、2017年のデータが
ない LDCについては、出所に示されている最新年と当該年のデータを、参考までに、以
下に数値が高い順で並べた（カッコ内は、年：ANSの対 GNI比の数値、を示す）。 
ヴァヌアツ（2014：20.8） コートジボワール（2016：16.6） セネガル（2014：12.3） 
ザンビア（2016：9.2） ガボン（2012：8.9） 中央アフリカ（1994：8.5） レソト（2016：
8.2） コモロ（2012：5.9） チャド（1994：5.5） ニジェール（2016：5.0） エリトリ
ア（2000：0.5） マリ（2014：-2.3） ベナン（2016：-3.4） トーゴ（2016：-7.6）  



























































  年     2002   2004   2006   2008   2010   2012   2014   2016   2017 
 
農林水産業       7.8     8.7     8.9    8.1     6.2    6.0     7.6    10.1    10.3 
鉱業（石油含む）60.1    63.9    66.1   68.1    38.7   41.0    28.6    22.1    22.0 
製 造 業         3.7     4.0     4.3    4.0     4.6    4.3     4.8     6.9     6.8 
電力関係         ―                           0.6    0.4     0.4     0.6     0.5 
建 設 業       3.3     3.8     3.6    3.4     9.1   10.5    12.6    14.1    14.0 
卸・小売業      10.2    12.0    11.7   10.6    16.7   11.0    15.6    16.8    18.4 
運輸・通信業     3.1     3.6     3.5    3.2     4.5    4.5     5.0     4.8     4.2 
金融関係         ―                           6.5    5.5     5.2     7.1     6.6 









―                          10.7    9.8    11.3    10.9     9.3 
その他サービス  10.6     8.1     6.2    6.6   9.0    8.3    10.0     8.6     9.5 
 
（注）GDPに占める各産業分野の付加価値額の比率（名目、％）。 














工業化」戦略（Estratégia de Reindustrialização de Angola）が取り組まれ
た（22）。こうした動きは、さらに、その後の国家開発計画（PND）や中長期
的な国家ビジョンにも一貫して見られるところであるが（23）、実に38年ぶ
り と な る 政 権 交 代 後 の 2018年 に は、PRODESI（Programa Produção 
（21）　1970年代、1990年代の数値は、African Development Bank [AfDB] (2017), Angola: Country 























Nacional, Diversificação das Exportações e Substituição das Impotações ／ The 






















（24）　PRODESIについても、英語による二次資料に依拠したが、例えば、Fiess, N. et al.(2018), 






































して、同 54.0％であることなどを明らかにしている（Tvedten, I. et al.(2018), “Comparing 
Urban and Rural Poverty in Angola, CMI Brief, No.2018:05）。
（27）　やや古くなるが、AfDB (2017)，前掲書、p.VIIの表１（Angola’s Non-oil Sector Export 2013-
2015）に基づく2015年時点での状況である。
（28）　このパラグラフの数値は、いずれもWorld Bank (2019), Creating Markets in Angola: 






































































あり、多くの研究論文があるが、ここでは、主にBegu, L.S. et al. (2018), “China-Angola Invest-
ment Model”, Sustainability, No.10, 17pp.、Durovic, L.(2016), “Resource Curse and China’s 
Infrastructure for Resources Model: Case Study of Angola”, Journal of China and International 
Relations, Vol.4, No.1, pp.67-86、およびZongwe, D.(2010), “On the Road to Post Conflict Recon-






































ツ（Joseph E. Stiglitz）らは、アフリカ大陸を構造調整が席巻した時期を「失われた 25年」
と表現している（Stiglitz, J.E. & A. Noman (eds.) (2015), Industrial Policy and Economic Trans-

















































































































農 業 へ の 転 換 も 奨 励 さ れ、MAPS（Marketing, Access and sustainable 
Production System）として知られる戦略がまとめられた。2009年には、農
業省の中にマーケティングを扱う部署も設置された。また、それまで重視






















（38）　以上の５ヵ年計画の推移の概要は、現行の第 12次計画書（Gross National Happiness 




〔表 11〕ブータンの 5ヵ年計画における優先分野 
 
第 1次  道路（66.0）       
                  
第 2次  道路（40.8）       
     教育（17.7）      
     農業（10.0） 
                 
第 3次  農業（22.0）         
     道路（19.8）         
     教育（20.0）         
     電力・鉱業（12.0）      
                   
第 4次  農業（23.5）      
     産業・鉱業（15.8）    
     教育（12.0％）        
     公共事業（11.6）       
     森林（10.0） 
                  
第 5次   産業（22.7）          
      電力（22.0）         
      発電所（16.5） 
      公共事業（14.5）     
      農業（13.3）         
                   
第 7次  教育・保健（22.7） 
     通信（17.3） 
     農業（15.7） 
      金融（12.7） 
 第 8次  教育・保健（ 17.7） 
   電力（15.7） 
   金融（14.0） 
   農業（12.0） 
   道路（11.8） 
    通信（10.0）  
 






第 10次  金融（20.7） 
   
    
地方政府（18.7） 
仕事・人間居住（13.0） 
第 11次   地方政府（28.8）    
     金融（19.6） 
       仕事・人間居住（11.6） 
第 6次   公共サービス（21.6） 
      農業（15.6） 
      運輸・通信（11.7） 




（出所）Gross National Happiness Commission (2019), 12th Five Year Plan 2018-23, 
















   年               1980   1990   2000   2010   2015   2017 
 
農 牧 業          42.4    31.7   20.1    13.3    14.1   15.0 
林  業            16.2    11.5    6.6     3.5     2.6    2.4 
鉱  業             0.7     0.9    1.6     2.2     3.4    4.2 
製 造 業           3.4     5.8    8.2     8.7     8.0    7.3 
電 力 関 係          0.3    10.7   11.4    17.6    14.3   13.2 
建 設 業           8.4     9.9   14.0    14.2    15.6   15.9
卸・小売業          11.5     6.7    4.5     5.2     7.8    8.2 
ホテル・飲食                       0.4     0.8     1.9    2.1 
運輸・通信           4.5     7.1    9.1     9.6     9.0    9.1 
金融・保険等         6.6     7.7  7.1     7.7     7.4    7.1 
教育・保健                         5.2     5.2     4.3    3.2 
社会・個人サービス  1.9     1.2    0.5     0.4     0.4    0.4 





























































（41）　National Accounts Statistics 2018のp.17によれば、この間の観光業の状況は、以下のように
順調に推移しているようである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　    年　　　　　　　　　  2011　　2013　　2015　　2017　
　　　　　　　---------------------------------------------------------------------------------------
　　　　　　　　訪問観光客数（人）  　　　37,489     44,281     51,447     62,272









































































（42）　以上の発電力に関する数値は、World Bank (2020), Bhutan: Systematic Country Diagnostic－























































The Political Economy of Development Revisited: 
With Special Reference to the Cases of 
Graduation from the List of LDC
Motohiko SATO
　 It has passed almost a decade since the 4th United Nations Conference on 
LDC was held at Istanbul in 2011. At that conference, the Istanbul Plan of 
Action (IoPA) was reached agreement, which designated the number of LDCs 
to be halved by the end of the decade. That is, the number would be in the 20s 
by the year of 2020. However, there have been few success stories during this 
decade, and the number is still in the 40s.
　This article firstly reviews the historical process of graduation from the list 
of LDC, by making references to the recent three cases, namely, Botswana 
(already graduated in 1994), Angola (scheduled to graduate in 2021) and 
Bhutan(scheduled to graduate in 2023). Then, it explores the reasons why 
there have been only limited cases of graduation so far. 
　As for the successful cases for graduation, most of them have been those 
by SIDSs (Small Island Developing States), of which non-industrializing 
experiences have been effective. Though unconventional if compared with 
the success story of labor-intensive and export-oriented industrialization of 
East Asia, the present author considers such SIDS experiences are applicable 
to the cases of non-SIDSs for graduating from the list of LDC. 
　Finally, reconstruction of the Political Economy of Development by 
broadening the scope which includes not only the conventional ways of 
industrialization, but also those based on non-industrialization is proposed 
for further studies.
